
 

1 

 

地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

下呂市まち・ひと・しごと創生推進計画 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

岐阜県下呂市 

 

３ 地域再生計画の区域 

岐阜県下呂市の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

本市は、岐阜県の中東部に位置し、市の中央を流れる飛騨川と、その支流の馬瀬

川に沿って旧５町村が点在している。市の総面積のうち、山林が約９割を占め、御

嶽山をはじめ河川の両側には山並みが迫り、飛騨木曽川国定公園や県立自然公園な

ども位置する自然豊かな地域である。 

本市の人口は、昭和 35（1960）年の 48,314 人から一貫して減少傾向が続いてお

り、令和３（2021）年５月末時点でおよそ３分の１減少し、31,042人となった。 

年齢階層別では、合併直後の平成 17（2005）年と令和２（2020）年を比較すると、

年少人口は 5,213人から 3,363人に、生産年齢人口は 21,809人から 16,041人にそ

れぞれ減少している反面、老年人口は 11,469 人から 12,506 人に増加している。年

齢階層割合を比較すると、同期間において、年少人口は 13.5％から 10.5％、生産年

齢人口は 56.7％から 50.3％にそれぞれ減少し、老年人口は 29.8％から 39.2％に増

加している。 

自然動態をみると、平成６年（1994年）は出生数 399人、死亡数 393人で自然増

であったが、それ以降は自然減が続いており、令和元年（2019 年）には出生数 162

人、死亡数 531 人で 369 人の自然減となっている。また、合計特殊出生率は令和元

年には 1.63 となっており、県平均値の 1.51 を上回っているが、人口置換水準であ

る 2.07とは大きな開きがある。 

社会動態をみると、平成２(1990)年以降では、平成 12(2000)年を除き、すべての
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年で転出超過（社会減）となっている。社会減は平成 18(2006)年に 400人を超える

人数でピークとなっており、近年は 200 人台で推移している。令和元年には転入数

882人、転出数 1,108人で、226人の社会減となっている。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、増加してきた老年人口も今後は

減少に転じることで更に人口減少が進み、令和 12（2030）年には約 2.6万人、令和

22（2040）年には約 2.1万人となる見込みである。 

こうした人口の変化が進むと、労働力人口の減少による地域経済の低迷、高齢化

の進展による社会保障費等の負担増加、社会サービスの低下など様々な影響が懸念

される。 

避けて通ることのできない人口減少を和らげ、持続可能な地域を構築するため、

「出生数の増加」、「転入の促進と転出の抑制」、「まちづくり」の３つの視点か

ら、本計画において、次の事項を基本目標に掲げ取り組むこととする。 

 ・基本目標１ しごとを守り、しごとをつくる 

 ・基本目標２ 下呂市に呼びこむ 

 ・基本目標３ 若い世代の「未来」を応援する 

 ・基本目標４ まちを育て、まちをつなぐ 

【数値目標】 

５－２の

①に掲げ

る事業 

ＫＰＩ 
現状値 

（計画開始時点） 

目標値 

（令和６年度） 

達成に寄与する

地方版総合戦略

の基本目標 

ア 
業況判断指数 △42.1％ 0.0％ 

基本目標１ 
市民所得 2,599千円 2,732千円 

イ 
人口（65歳未満） 19,139人 17,187人 

基本目標２ 
社会増減数（累計） ― △456人 

ウ 合計特殊出生率 1.75 1.88 基本目標３ 

エ 

人口（総数） 31,660人 29,380人 

基本目標４ 
下呂市に住み続けたいと感じ

る市民の割合 
64.3％ 80.0％ 
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５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

５－２のとおり。 

 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

○ まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する

特例（内閣府）：【Ａ２００７】 

① 事業の名称 

下呂市まち・ひと・しごと創生推進事業 

ア しごとを守り、しごとをつくる事業 

イ 下呂市に呼びこむ事業 

ウ 若い世代の「未来」を応援する事業 

エ まちを育て、まちをつなぐ事業 

 

② 事業の内容 

ア しごとを守り、しごとをつくる事業 

     ①地元企業の生産性を高めることで今ある企業の活力を維持するととも

に、本市の主要産業である観光産業を基軸として効果的に域外から稼

ぎ、効率的に循環させる地域経済構造を構築します。 

②多様化する価値観やライフスタイル・ワークスタイルを踏まえ、誰でも

力を発揮できる就業環境を目指します。 

③特に女性の東京圏への転出超過が高い傾向にあることから、下呂市ま

ち・ひと・しごと情報交流施設を核として、創業支援や情報発信など新

たな「しごと」を生み出すことに挑戦します。 

     【具体的な事業】 

      ・地元就職支援事業 

      ・創業支援事業 

      ・農地集積・集約化対策事業 

・森林集約化施業促進事業  等 
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イ 下呂市に呼びこむ事業 

     ①本市への移住を直接促進する施策にとどまらず、将来的な移住にもつな

がるよう、特定の地域に継続的に多様な形で関わる関係人口の創出・拡

大に取り組みます。 

②企業や個人の寄附・投資により、下呂市の取組への積極的関与を働きか

けることで、本市への資金の流れの創出・拡大を図ります。 

③第１期総合戦略に続き、本市にとって重要な観光を強化するための課題

解決に取り組み、「滞在型観光地」として国内外からの誘客に努めます。 

     【具体的な事業】 

      ・観光客誘致対策事業 

      ・広域連携誘客事業 

      ・関係人口構築事業 

      ・移住定住促進事業 

      ・ふるさと寄附金推進事業  等 

ウ 若い世代の「未来」を応援する事業 

     ①地域や企業などが社会全体として、男女ともに下呂市で結婚、子育て、

仕事をしやすい環境整備が行われるよう切れ目ない支援と、生活基盤を

整えます。 

②結婚・出産・子育ての支援、仕事と子育ての両立に係る支援制度等の活

用促進に加え、結婚希望をかなえる取組、子育てサポート体制などの少

子化対策の取組みを一層推進します。 

③社会教育主事を中心とした、子どもたちの地域行事への参画や、自己有

用感の醸成により、下呂市の未来を担う子どもたちの郷土を愛する心を

育みます。 

     【具体的な事業】 

      ・結婚支援事業 

      ・妊婦健康診査費助成事業 

      ・福祉医療費助成事業 

      ・子ども・子育て支援事業 

      ・地域学校協働活動推進事業 

      ・医師招へい事業  等 
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エ まちを育て、まちをつなぐ事業 

 ①誰もが住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最後まで続けられ

るよう、地域課題の解決に向け、地域住民自らが主体的に取組む「地域

づくり」を支援します。 

②健康で快適な生活を送ることができる持続可能な下呂市の実現に向け、

本市の実情に応じた疾病予防や健康づくりの推進、医療・福祉サービス

等の機能と防災、減災や交通安全の確保を図ります。 

③本市の実情に合った形での未来技術の実装に向け、5Gなどの情報通信基

盤の整備促進の積極的な働きかけや、地域における Society5.0 の推進

に取り組みます。 

 【具体的な事業】 

  ・地域振興事業 

  ・健康教育事業 

  ・ごみ減量化促進対策事業 

  ・コミュニティバス運行事業 

  ・地域間交流・地域連携事業 

  ・介護職員確保対策事業 

  ・情報化推進事業  等 
 

※なお、詳細は「第２期下呂市まち・ひと・しごと創生総合戦略」のとおり。 

    

③ 事業の実施状況に関する客観的な指標（重要業績評価指標(ＫＰＩ)） 

４の【数値目標】に同じ。 

 

④ 寄附の金額の目安 

40,000千円（令和３年度～令和６年度累計） 

 

⑤ 事業の評価の方法（ＰＤＣＡサイクル） 

     下呂市総合計画審議会による毎年度９月に効果検証を行い、翌年度以降の

方針について決定する。目標の達成状況については、検証後速やかに下呂市

公式ホームページで公表する。 
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⑥ 事業実施期間 

地域再生計画の認定の日から令和７年３月 31日まで 

 

６ 計画期間 

地域再生計画の認定の日から令和７年３月 31日まで 


